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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第75期 

第２四半期 
連結累計期間 

第76期 
第２四半期 
連結累計期間 

第75期 

会計期間 
自平成25年４月１日 
至平成25年９月30日 

自平成26年４月１日 
至平成26年９月30日 

自平成25年４月１日 
至平成26年３月31日 

売上高 （千円） 16,035,202 16,146,308 32,814,056 

経常利益 （千円） 630,409 533,589 1,115,245 

四半期（当期）純利益 （千円） 460,915 372,520 665,490 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 695,091 875,612 1,227,013 

純資産額 （千円） 13,423,331 14,828,626 13,781,043 

総資産額 （千円） 28,746,164 32,716,785 31,389,652 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 27.34 20.27 37.90 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 46.2 45.0 43.4 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △910,784 672,795 △692,883 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △1,381,789 △1,460,294 △3,105,304 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 2,645,393 197,448 3,875,166 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 2,655,565 1,844,603 2,406,006 

 

回次
第75期

第２四半期
連結会計期間

第76期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 4.81 11.63 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

なお、連結子会社である㈱アイビスは、平成26年８月31日をもって解散し、現在清算手続き中であります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国経済を中心に緩やかに回復しているものの、中国や東南ア

ジア諸国などの新興国経済の減速等不透明な状況が続いています。一方、日本経済は、緩やかな回復基調ですが、

消費税増税に伴う駆け込み需要の反動及び夏の天候不順により消費が低迷しています。 

このような中、当社グループにとっては、海外原料価格の上昇、日本におけるエネルギーコストの上昇と円安に

よる輸入仕入れコスト高止まりなど極めて厳しい環境となりました。 

この結果、売上高は16,146百万円（前年同期比0.7％増加）となりました。日本市場での販売価格改定の実施時

期遅れ、海外市場での一部製品の販売価格低下により、営業利益は270百万円（前年同期比50.4％減少）となりま

した。円安の進行に伴う為替差益により、経常利益は533百万円（前年同期比15.4％減少）、四半期純利益は372百

万円（前年同期比19.2％減少）となりました。 

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① コラーゲン素材事業 

ゼラチンは、日本では食用の販売は増加しましたが、販売価格改定の実施時期が遅れたことにより利益は減

少しました。北米ではカプセル市場の軟化に伴う需要減少を食用でカバーしましたが、豚皮原料価格の上昇によ

り利益は減少しました。この結果、ゼラチンの売上は増加しましたが、利益は減少しました。 

コラーゲンペプチドは、日本では消費税増税に伴う駆け込み需要の反動により低調に推移しました。一方、

アジア地域での販売は堅調に推移しましたが、全体では売上が減少しました。 

コラーゲンケーシングは、北米での販売が好調に推移し、売上、利益ともに増加しました。 

この結果、当該事業の売上高は11,253百万円（前年同期比4.5％増加）、セグメント利益は594百万円（前年

同期比10.8％減少）となりました。 

② フォーミュラソリューション事業 

食品材料は、消費税増税に伴う需要の減少により製菓・デザートとハム・ソーセージ用が低調に推移し、売

上が減少しました。 

接着剤は、ホットメルト形接着剤が夏場の天候不順の影響により販売が減少し、シーリング材（高機能樹

脂）の採用は始まっているものの、新たな採用に至るまで時間を要し、売上は減少しました。 

この結果、当該事業の売上高は4,892百万円（前年同期比7.2％減少）、セグメント利益は383百万円（前年同

期比30.5％減少）となりました。 
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(2）財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末比1,327百万円増加の32,716百万円となりました。

主な要因は、現金及び預金が561百万円、債権流動化により受取手形及び売掛金が784百万円減少した一方で、商

品及び製品などのたな卸資産が690百万円増加、接着剤事務所及び実験室の更新、ニッタゼラチンユーエスエー

Inc.におけるコラーゲンペプチド工場建設等により有形固定資産が1,481百万円増加したことによるものです。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末比279百万円増加の17,888百万円となりました。主

な要因は、支払手形及び買掛金が76百万円、退職給付に係る負債が176百万円減少した一方で、短期借入金が78

百万円、長期借入金（１年内返済予定を含む）が446百万円増加したことによるものです。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末比1,047百万円増加の14,828百万円となりまし

た。主な要因は、利益剰余金が561百万円、その他有価証券評価差額金が207百万円、為替換算調整勘定が311百

万円増加したことによるものです。

この結果、自己資本比率は45.0％（前連結会計年度末43.4％）となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末比

561百万円減少の1,844百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動により獲得した資金は672百万円（前年同四半期は910百万円の使用）となりました。主な要因は、税

金等調整前四半期純利益514百万円、売上債権の減少額938百万円及びたな卸資産の増加額576百万円によるもの

です。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動により使用した資金は1,460百万円（前年同四半期は1,381百万円の使用）となりました。主な要因

は、有形固定資産の取得による支出1,432百万円によるものです。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動により獲得した資金は197百万円（前年同四半期は2,645百万円の獲得）となりました。主な要因は、

長期借入れによる収入1,407百万円及び長期借入金の返済による支出1,058百万円によるものです。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は442百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,373,974 18,373,974
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

で、単元株式数は

100株であります。

計 18,373,974 18,373,974 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 18,373,974 － 3,144,929 － 2,947,672
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（６）【大株主の状況】

    平成26年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

アイビーピー㈱ 大阪市浪速区桜川４丁目４－26 2,951,316 16.06 

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,434,800 7.81 

ニッタ㈱ 大阪市浪速区桜川４丁目４－26 840,014 4.57 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 630,286 3.43 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 621,074 3.38 

㈲以和貴 大阪市阿倍野区北畠３丁目１－17 533,600 2.90 

新田ゼラチン従業員持株会 大阪府八尾市二俣２丁目22 454,600 2.47 

野村信託銀行㈱（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 387,100 2.11 

石塚産業㈱ 東京都北区滝野川７丁目38－１ 382,014 2.08 

㈱りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 334,672 1.82 

計 － 8,569,476 46.64 

（注）１．当第２四半期会計期間末時点における、日本マスタートラスト信託銀行㈱及び野村信託銀行㈱の信託業務の

所有株式数については、当社として把握することができないため記載しておりません。 

２．㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、平成25年１月21日付の大量保有報告書の写しの送付があり、

平成25年１月14日現在で816,674株を保有している旨の報告を受けておりますが、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行を

除き、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができておりません。 

なお、㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 

株券等保有割合 

（％） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 621,074 3.94 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 62,400 0.40 

三菱ＵＦＪ投信㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 133,200 0.84 

 

３．フィデリティ投信㈱から、平成25年３月７日付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、平成

25年２月28日現在で533,900株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計

期間末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、フィデリティ投信㈱の大量保有報告書（変更報告書）の写しの内容は以下のとおりであります。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 

株券等保有割合 

（％） 

フィデリティ投信㈱ 
東京都港区虎ノ門４丁目３－１ 

城山トラストタワー 
533,900 3.39 
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４．三井住友信託銀行㈱から、平成25年10月４日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成25年９月30日現

在で956,800株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点にお

ける実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、三井住友信託銀行㈱の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 

株券等保有割合 

（％） 

三井住友信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目４－１ 507,900 2.76 

三井住友トラスト・アセット

マネジメント㈱ 
東京都港区芝３丁目33－１ 36,000 0.20 

日興アセットマネジメント㈱ 東京都港区赤坂９丁目７－１ 412,900 2.25 

 
 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式           100 － （注）

完全議決権株式（その他） 普通株式        18,369,700 183,697 （注）

単元未満株式 普通株式          4,174 － －

発行済株式総数 18,373,974 － －

総株主の議決権 － 183,697 －

（注）  権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

新田ゼラチン㈱
大阪市浪速区桜川四丁目

４番26号
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,426,006 1,864,603 

受取手形及び売掛金 8,164,776 7,380,185 

商品及び製品 4,732,050 5,221,894 

仕掛品 1,089,542 1,220,632 

原材料及び貯蔵品 1,820,812 1,890,018 

その他 465,533 583,587 

貸倒引当金 △13,339 △14,487 

流動資産合計 18,685,381 18,146,434 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,815,141 3,400,688 

機械装置及び運搬具（純額） 2,139,301 2,167,727 

その他（純額） 3,849,844 4,717,782 

有形固定資産合計 8,804,286 10,286,198 

無形固定資産    

その他 50,795 58,952 

無形固定資産合計 50,795 58,952 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,075,772 3,438,599 

その他 775,527 788,702 

貸倒引当金 △2,111 △2,101 

投資その他の資産合計 3,849,189 4,225,200 

固定資産合計 12,704,270 14,570,350 

資産合計 31,389,652 32,716,785 

 

- 9 -



 

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,255,505 4,178,947 

短期借入金 1,121,491 1,199,792 

1年内返済予定の長期借入金 1,932,912 2,021,261 

未払法人税等 147,730 130,824 

賞与引当金 177,916 167,239 

その他 2,444,825 2,512,922 

流動負債合計 10,080,381 10,210,988 

固定負債    

長期借入金 4,415,868 4,773,666 

役員退職慰労引当金 37,072 37,897 

退職給付に係る負債 2,524,417 2,348,123 

その他 550,869 517,484 

固定負債合計 7,528,227 7,677,171 

負債合計 17,608,608 17,888,159 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,144,929 3,144,929 

資本剰余金 2,966,442 2,966,442 

利益剰余金 8,623,463 9,184,813 

自己株式 △68 △68 

株主資本合計 14,734,766 15,296,116 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 622,837 830,228 

繰延ヘッジ損益 △5,110 32,453 

為替換算調整勘定 △187,061 124,695 

退職給付に係る調整累計額 △1,528,458 △1,573,516 

その他の包括利益累計額合計 △1,097,792 △586,138 

少数株主持分 144,069 118,647 

純資産合計 13,781,043 14,828,626 

負債純資産合計 31,389,652 32,716,785 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 16,035,202 16,146,308 

売上原価 12,835,048 13,135,791 

売上総利益 3,200,154 3,010,517 

販売費及び一般管理費 ※ 2,655,139 ※ 2,740,365 

営業利益 545,014 270,151 

営業外収益    

受取利息 4,236 301 

受取配当金 10,826 13,379 

為替差益 66,292 224,208 

持分法による投資利益 73,135 58,614 

その他 41,063 47,527 

営業外収益合計 195,555 344,032 

営業外費用    

支払利息 74,114 71,448 

株式公開費用 23,385 － 

その他 12,660 9,146 

営業外費用合計 110,160 80,594 

経常利益 630,409 533,589 

特別利益    

受取補償金 87,288 － 

特別利益合計 87,288 － 

特別損失    

固定資産除却損 12,998 18,621 

特別損失合計 12,998 18,621 

税金等調整前四半期純利益 704,699 514,967 

法人税等 248,809 148,480 

少数株主損益調整前四半期純利益 455,890 366,487 

少数株主損失（△） △5,025 △6,032 

四半期純利益 460,915 372,520 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 455,890 366,487 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 129,260 207,483 

繰延ヘッジ損益 △20,682 32,390 

為替換算調整勘定 219,473 304,021 

在外子会社の年金債務調整額 △9,480 － 

退職給付に係る調整額 － △44,925 

持分法適用会社に対する持分相当額 △79,369 10,154 

その他の包括利益合計 239,201 509,125 

四半期包括利益 695,091 875,612 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 689,057 884,174 

少数株主に係る四半期包括利益 6,034 △8,561 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 704,699 514,967 

減価償却費 428,581 469,040 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △54 557 

賞与引当金の増減額（△は減少） △62,788 △12,191 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △24,739 － 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 825 825 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 15,897 

受取利息及び受取配当金 △15,063 △13,681 

支払利息 74,114 71,448 

為替差損益（△は益） △21,886 △130,535 

持分法による投資損益（△は益） △73,135 △58,614 

固定資産除却損 12,998 18,621 

売上債権の増減額（△は増加） △1,389,305 938,924 

たな卸資産の増減額（△は増加） △229,535 △576,442 

仕入債務の増減額（△は減少） 177,038 △189,720 

未払消費税等の増減額（△は減少） △66,723 39,633 

その他 △314,673 △205,693 

小計 △799,649 883,037 

利息及び配当金の受取額 84,043 54,481 

利息の支払額 △74,771 △68,508 

法人税等の支払額 △120,406 △196,214 

営業活動によるキャッシュ・フロー △910,784 672,795 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △20,000 △20,000 

定期預金の払戻による収入 20,000 20,000 

有形固定資産の取得による支出 △1,248,221 △1,432,484 

無形固定資産の取得による支出 △2,388 △13,189 

投資有価証券の取得による支出 △3,593 △3,591 

投資有価証券の売却による収入 5,362 － 

関係会社株式の取得による支出 △142,136 － 

保険積立金の積立による支出 △4,566 △2,501 

保険積立金の解約による収入 15,599 － 

貸付けによる支出 △120 － 

貸付金の回収による収入 2,157 2,032 

その他 △3,881 △10,560 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,381,789 △1,460,294 
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    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 497,539 13,328 

長期借入れによる収入 251,849 1,407,000 

長期借入金の返済による支出 △1,197,368 △1,058,691 

社債の償還による支出 △200,000 － 

株式の発行による収入 3,135,616 － 

セール・アンド・リースバック取引による収入 392,335 80,991 

リース債務の返済による支出 △102,539 △118,078 

配当金の支払額 △126,159 △110,242 

少数株主への配当金の支払額 △5,880 △16,860 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,645,393 197,448 

現金及び現金同等物に係る換算差額 44,085 28,648 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 396,905 △561,402 

現金及び現金同等物の期首残高 2,258,659 2,406,006 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,655,565 ※ 1,844,603 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる

債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払

見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が225,805千円増加（投資その他の資産の

その他に含めて表示）、退職給付に係る負債が238,882千円減少、利益剰余金が299,073千円増加しております。 

 なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微で

あります。 
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（四半期連結貸借対照表関係）

  偶発債務

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

債権譲渡による遡及義務 －千円 147,538千円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

  至  平成25年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

  至  平成26年９月30日） 

荷造運賃 395,304千円 396,393千円 

給料手当 648,139 704,212 

賞与 81,469 110,985 

賞与引当金繰入額 47,226 49,115 

退職給付引当金繰入額 37,323 － 

退職給付費用 － 42,829 

貸倒引当金繰入額 △688 △4,982 

研究開発費 403,477 361,542 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 2,675,565千円 1,864,603千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △20,000 △20,000

現金及び現金同等物 2,655,565 1,844,603
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年９月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 126,159 8.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

（注） 平成25年３月期期末配当金の内訳 普通配当６円00銭 記念配当２円00銭

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月５日

取締役会
普通株式 110,242 6.00 平成25年９月30日 平成25年12月６日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

 当社は、平成25年７月29日を払込期日とする公募増資及び平成25年８月28日を払込期日とする第三者割当

増資を実施いたしました。この結果、当第２四半期連結累計期間において資本金が1,567百万円、資本剰余

金が1,567百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において資本金が3,144百万円、資本剰余金が2,966

百万円となっております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年９月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 110,242 6.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月６日

取締役会
普通株式 110,242 6.00 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成25年４月１日  至平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

 
コラーゲン 
素材事業 

フォーミュラ 
ソリューション 

事業 
合計 

調整額 
（注）１ 

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２ 

売上高          

外部顧客への売上高 10,763,955 5,271,246 16,035,202 － 16,035,202 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
679,876 － 679,876 △679,876 － 

計 11,443,831 5,271,246 16,715,078 △679,876 16,035,202 

セグメント利益 666,336 551,352 1,217,688 △672,674 545,014 

  （注）１．セグメント利益の調整額△672,674千円には、セグメント間取引消去1,526千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△674,200千円が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。

 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日  至平成26年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

 
コラーゲン 
素材事業 

フォーミュラ 
ソリューション 

事業 
合計 

調整額 
（注）１ 

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２ 

売上高          

外部顧客への売上高 11,253,381 4,892,927 16,146,308 － 16,146,308 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
686,952 － 686,952 △686,952 － 

計 11,940,333 4,892,927 16,833,260 △686,952 16,146,308 

セグメント利益 594,499 383,151 977,651 △707,499 270,151 

  （注）１．セグメント利益の調整額△707,499千円には、セグメント間取引消去866千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△708,366千円が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 

前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 27円34銭 20円27銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 460,915 372,520

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 460,915 372,520

普通株式の期中平均株式数（株） 16,856,740 18,373,812

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

平成26年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・110,242千円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・平成26年12月５日

（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月10日

新田ゼラチン株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 小 市 裕 之  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 市 之 瀬  申  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新田ゼラ

チン株式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

２６年７月１日から平成２６年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年

９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連

結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新田ゼラチン株式会社及び連結子会社の平成２６年９月３０

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

 

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成26年11月10日

【会社名】 新田ゼラチン株式会社

【英訳名】 Nitta Gelatin Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  曽我 憲道

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市浪速区桜川四丁目４番26号

【縦覧に供する場所】 新田ゼラチン株式会社東京支店

（東京都中央区日本橋本町２丁目８番12号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長 曽我 憲道は、当社の第76期第２四半期（自平成26年７月１日 至平成26年９月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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